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要旨

兵庫県の酒米（山田錦）産地である三木市南東部においては，基幹的な農作業を請け負う JA出資型農業法人
が産地を持続させる新たな担い手として台頭しつつある．中でも，収穫作業は作業能率に影響を及ぼす気象条件，
圃場条件に最も制約を受ける作業である．さらに，その適期を逃すと収量・品質の低下を引き起こすため，作業
管理の点からは制約条件を考慮した作業計画の作成が重要となる．そこで，本研究では作業計画の策定時までに
入手可能なデータによって作成した簡便な指標等による線形回帰モデルで作業面積の予測を行い，定量的な分析
によってその作業能率を規定する要因の検討を行った．その結果，作業能率にマイナスの影響を与える要因は，
圃場分散，降雨日数であり，プラスの影響を与えるのは熟練オペレータの存在，作業時間，圃場の平均区画面積
の順であった．一方，線形回帰モデルの構築に当たっては，（1）新たな圃場分散度指標が実測値よりも当てはま
りがよいこと，（2）降雨の影響をモデルに組み込むには作業日 3日前から前日までの降雨日数が妥当であること，
（3）熟練したオペレータの作業能率は，25 a/hを閾値としたダミー変数を用いることが推計上重要となる可能性
があることも明らかにした．また，作業能率に影響を及ぼす圃場分散を小さくするためには，収穫適期や圃場内
の状態に基づいて集積できるように委託者との調整・合意形成に努めつつ，その一方で作業能率が高いオペレー
タの確保，または，経営体内でのその育成が重要であることが示唆された．
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はじめに

背景と問題意識

近年の水田作経営においては，人・農地プランの作成や
農地中間管理機構の創設に代表されるような農地の面的集
積に向けた支援策が制度化され，市町村単位で地域の担い
手への農地の利用調整が進みつつある．今後その面的集積
に拍車がかかり，作業の効率化やコスト低減等の規模拡大
の効果が発揮されることが期待される．
しかしながら，兵庫県の酒米（山田錦）産地である北播

磨地域に位置する三木市南東部においては，集落内に認定
農業者が不在であったり，営農組織の結成が困難であった
りするために，労力面から農作業の継続に不安を覚える酒
米生産者が見受けられる．このことは，産地全体として捉
えると，収穫及び移植に関する適期作業に支障を来し，特
産である酒米（山田錦）の品質・生産量の確保が難しくな
り産地の維持及び継続が危ぶまれる．このような中，担い
手不在の地域においては，基幹的な農作業を請け負う JA
出資型農業法人が，産地を持続させる重要な役割を担って
いる．
全国農業協同組合中央会（2011）が行った第 4回 JA出
資型農業法人に関する全国調査報告（調査対象数 277法人）
によると，調査対象の 6割強が水田作に関わる法人であり，
それらの法人が抱える問題点としてもっとも多い指摘事項
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は「圃場分散が激しいことや条件不利地が多いため，効率
が悪い」で 141法人（回答数の 68.1%）であり，次に回答
数が多かった「冬期の仕事が不足するため，所得確保が困
難」と回答した 78法人（回答数の 37.7%）と比較すると，
多くの法人で直面している課題であることがわかる．本稿
で分析対象とする JA出資型農業法人においても作業委託
者の圃場が複数の集落に渡って広域に分散しており，前述
の報告と同様の課題を抱えている．とりわけ，収穫作業に
おいては，圃場分散や条件不利地の問題に加えて，品質の
観点から大型乾燥調整施設が設定した籾の搬入期間内に作
業を終了する必要があるために，圃場間の位置関係と対象
圃場の収穫適期，気象予報及びそれに伴う圃場条件等を考
慮した予測に基づく的確な作業計画の作成が求められる．

先行研究と本研究の目的

これまで，圃場分散や圃場条件が作業能率に及ぼす影響
を論じた研究としては，まず，大黒ら（2004）が中山間地
域の零細分散錯圃下における水稲春作業計画の作成支援を
目的としたシステム開発のために圃場分散を示す指標の提
案があげられる．この指標は圃場間の移動距離を予測する
ために，作業対象となる圃場の中心座標を求め，その座標
から各圃場の中心座標への平均距離を算出して指標化した
ものである．鹿内ら（2007）は沖縄県のサトウキビ生産を
行う農業生産法人を対象として，圃場分散を作業対象の圃
場面積，作業機の出発地点となる農舎から各圃場までの距
離，作業対象圃場の周辺に位置する圃場面積からなる 3種
類の地理的な指標を用いて表し，圃場分散がその収量に影
響があることを報告している．続いて，井上・高橋（2005），
井上・藤栄（2007），井上ら（2011）では，前述の大黒ら（2004）
が提案した圃場分散度を活用したモデル式を援用して，中
山間地における堆肥供給組織の運搬・散布サービスを対象
に作業能率の規定要因を明らかにし，堆肥散布の費用，作
業面積の推定を試みている．西村（2007），西村ら（2012）
は九州における水田飼料作共同収穫組織の牧草収穫に係わ
る各種作業を対象とし，西村（2009）では九州の飼料用ト
ウモロコシ共同収穫組織の大型自走式ハーベスタを活用し
た収穫作業を対象として，圃場分散下での作業の実態把握
や GISによる作業計画作成のシミュレータの作成並びに
巡回セールスマン問題を活用した圃場分散に関するシミュ
レーション分析を進めた．
一方，梅本（2011）は平坦な地域における大規模水田作

経営体の研究を進める中，各種作業における圃場間移動の
実態把握を行い，零細分散錯圃下での作業の非効率性を明
らかにし，生産性向上には農地の面的集積などの必要性を
指摘している．しかし，圃場分散については，これまでの
農業機械，農作業，農業経営分野で研究が進められてきた
が既存の研究を見る限り，その数値化または指標化する手
法は充分に確立されてきたとは言えない．さらに，いずれ
の研究においても地形的要因や作業条件の扱いが限定的で
あり，作業能率に影響を及ぼすと考えられる気象条件や圃

場条件から簡易に作成可能な指標等を加えた上での検討が
なされているとは言えない．つまり，本研究の対象の酒米
産地のような平坦地から中間地までの広い地域の中（約
16 km×約 16 km）での圃場分散を踏まえ，さらに多様な
条件を要する圃場を受託する農業法人等が直面する問題解
決に向けて支援する研究はほとんどみられない．
そこで，本研究は兵庫県三木市南東部に位置する酒米（山
田錦）産地における JA出資型農業法人の酒米収穫作業を
対象とし，圃場分散の程度や圃場条件等を作業計画時まで
に入手可能なデータによって作成した簡便な指標等が作業
能率に及ぼす影響を分析するものである．具体的には，第
2節では調査対象となる酒米（山田錦）産地と JA出資型
農業法人の概要について述べる．第 3節では調査や分析の
方法を述べるとともに収穫作業の実態を明らかにする．第
4節では作業日別・コンバイン別の収穫作業データを用い
て，圃場分散を表す各種指標や各種圃場条件等が作業能率
に及ぼす影響についての推定及び分析結果を述べる．第 5
節では，それらの結果の考察を行い，最後の第 6節では結
果の活用策と今後の課題について述べる．

調査対象の概要

酒米（山田錦）産地

酒米とは日本酒の原料となる米であり，農産物検査法上
では醸造用玄米に区分されている．酒米の大きな特徴は，
酒造りの観点から精米歩合が高いために食用米よりも大粒
であること，米の中心に心白と呼ばれる白色部分があるこ
と，低タンパク質であることがあげられる．また，食用米
での検査等級は 1等級から 3等級と規格外の 4段階である
が，醸造用玄米（酒米）では 1等級の上位に特等，さらに
特上等という等級がある．
池上（2010）によると，兵庫県には古くから灘をはじめ
とする多くの酒蔵があり，その日本酒生産を支える伝統あ
る酒米産地が形成されてきた．兵庫県（2015）や農林水産
省（2016）によると，2014年兵庫県内において，酒米は
5,394 ha作付けされ，その出荷量は 26,199 tで全国の約
29%を占める．中でも，兵庫県が 1936年に育成した品種
である山田錦は全国の実需者から酒造適性について評価が
高く，その作付面積・出荷量は 4,667 ha・21,267 tであり，
全国の約 71%を占めるに至っている．山田錦の産地は兵
庫県南東部に位置する神戸市北区，西脇市，三木市，小野
市，三田市，加西市，加東市，多可町であり，JA兵庫六甲，
JAみのり，JA兵庫みらいの 3つの農業協同組合にまたがっ
て形成され，約 5,500戸の農家によって生産されている．
なお，その経済性は兵庫県立農林水産技術総合センター農
業技術センター酒米試験地の気象感応調査によると近年 5
カ年の平均収量は 400 kg/10 a，2014年産の生産者手取り
価格は産地内の平均的な地域（特 A-b地区）の特等で約
25,000円 /60 kgである．仮にすべて特等を生産した場合の
10 a当たりの粗収益は約 167,000円となり，同地域の食用
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米（キヌヒカリ）の約 2倍となる．

JA 出資型農業法人の作業受託の概要

調査対象となる JA出資型農業法人は，兵庫県三木市南
東部（三木市久留美町，志染町，口吉川町及び細川町），
加西市，小野市を管内とする JA兵庫みらい（兵庫みらい
農業協同組合）が 100%出資する（株）兵庫みらいアグリ
サポート（以下，アグリサポートとする）である．「地域
農業と農地を守り，農家の安心をサポートする」ことが基
本理念であり，水稲の部分作業の受託を主な事業として
2008年 10月に設立された．2014年までは，三木市を管轄
する三木事業所と加西市，小野市を管轄とする小野事業所
の 2班体制で作業及び事務分担されている．作業時には三
木市及び小野市の事業所にトラクター，田植機，コンバイ
ンを配置して作業現場に向かう．従業員は，農協からの出
向者 1人，社員 4人，契約社員 4人，事務担当の派遣社員
2人の合計 11人と三木市及びその周辺から機械作業を行
うオペレータやその補助者を登録オペレータとして作業量
に応じて随時雇用している（表 1）．
本格的に事業が開始された 2010年と本研究の調査年と
なる 2014年との主な受託作業別の作業実績を示す（表 2）．
最も作業量が多いのは，土作り奨励のために農協からの

助成金が支出される土壌改良材・堆肥散布作業で約 600 ha
に及ぶ．2010年と 2014年を比較すると，これらの散布作
業は横ばい傾向である．散布作業は 11月から 12月の 2ヶ
月間で実施され，降雨以外の条件に制約を受けずに集落単
位で連担化された圃場で円滑に行われているのが現状であ
る．深耕・耕起作業は，受託作業面積は 2010年と 2014年
を比較すると，これらもほぼ同様の面積を維持している．
圃場分散下での作業であるが，作業期間が 12月から 3月
までと長く，保有しているトラクター台数で作業負担可能
であるために作業計画上の問題はほとんどない．作業期間
が 6月に限られている田植作業は，三木市及び小野市の山
田錦，加西市の食用米（ヒノヒカリ）で受託面積が増加し
ている．三木市及び小野市では代掻き作業も同様の傾向を
示している．しかしながら，代掻き作業においては，保有
しているトラクターの台数で受託面積への対応が可能であ
る．田植作業においては，オペレータの確保が難しい小野
市・加西市では受託面積の一部を再委託（1人・1台）す
るものの，三木市においては保有している田植機で計画ど
おりに作業を進めている状況である．収穫作業は，食用米
では小野市と加西市で，山田錦においては三木市と小野市
で顕著に増加している．食用米は三木市では 9月中旬，小
野市や加西市では 9月下旬から 10月上旬に作業が行われ，

表 1　（株）兵庫みらいアグリサポートの事業概要

設立 平成 20年 10月 1日

資本金 3,000万円

事業内容 水稲の作業受託
（深耕・耕起，代掻き，田植，収穫，土壌改良材・堆肥散布）
「JA兵庫みらい」の関連施設及び事業の委託作業
（ライスセンター管理，水稲育苗管理，無人ヘリによる水稲防除，肥料配送他）
三木市立市民農園の管理委託

従業員 社員 4名（オペレータ兼務 2名），「JA兵庫みらい」からの出向者 1名
契約社員 4名（オペレータ兼務 1名），派遣社員 2名，合計 11名
機械作業を行う 3名のアグリサポートでのオペレータ歴は，4年 2名，1年 1名
コンバインの平均作業能率（2013～ 2014年）：23.2 a/h（平常），18.2 a/h（倒伏等）

登録オペレータ 11名（内訳：5名は機械作業＋補助作業，全員 50～ 60歳代．6名は補助作業のみ，30歳代 2名，
50～ 60歳代 4名）
機械作業を行う 5名のアグリサポートでのオペレータ歴は，5年 3名，2年 1名，1年 1名
コンバインの平均作業能率（2013～ 2014年）：16.9 a/h（平常），12.2 a/h（倒伏等）

主な機械装備 トラクター　50 ps（1台），35 ps（2台），30 ps（4台），25 ps（1台）
田植機　6条（4台）
コンバイン　6条（1台），5条（4台）
マニアスプレッダー（3台）
ブロードキャスター（6台）

作業料金（円 /10 a）
*10 a以上の整形田

深耕（14,500），耕起（8,000），代掻き（9,000），田植（11,500），粳・収穫（23,000）
山田錦・収穫（25,000），土壌改良材散布（資材費のみ），堆肥散布（資材費のみ）

作業に係わる事務手続き
*収穫作業の場合

1）作業依頼者は「JA兵庫みらい」の営農生活センター（支店）に申し込む
2）「JA兵庫みらい」からアグリサポートに作業委託
3）収穫適期調査後に作業計画策定
4）作業依頼者に収穫作業日を事前通知
5）作業依頼者に作業完了を通知
6）「JA兵庫みらい」から作業依頼者に料金請求・決済

注：調査した 2013年，2014年の事業概要である．
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山田錦は 10月上旬から下旬にかけて作業が行われる．小
野市や加西市においては食用米と山田錦の収穫作業が重な
ることになるが，2地域を合わせた受託面積は 2010年の
9.9 haから 2014年は 21.0 haに約 2倍増加しているものの，
その内山田錦は約 17%の 3.6 haであり，収穫作業では，
大きな支障はみられない．とはいえ，一部の受託面積を他
の JA出資型農業法人のオペレータが操作するコンバイン
込みで再委託（1人・4条 1台）することによって作業を
円滑にすすめている．三木市においては食用米の受託面積
が減じる一方，降雨や圃場条件が作業能率に影響を及ぼす
山田錦の受託面積がその需要増と相まって増加し続けてい
る．2013年までは受託面積の一部を小野市や加西市での
再委託と同様にオペレータが操作するコンバイン込みで再
委託（1人・6条 1台）して合計 4～ 5台のコンバインで
対応していたが，受託面積が 70 haを超えた 2014年は再
委託（最大 3人・6条 2台，4条 1台）を拡充して最大 7
台のコンバインで対応している．なお，これらの各作業計
画は，作業日の前日までにコンバイン別にオペレータと作
業対象圃場を確定させて作成され，作業当日に圃場の位置

図を含めた指示書が配布される．作業指示書の作成等の効
率化に，薮西ら（2013）のとおり 2012年に GISを用いたデー
タベースの運用を始めているが，受託面積が急増の酒米収
穫作業においては，その作業計画の作成作業や作業の進捗
管理の困難さが露呈している状況である．

三木市管内における収穫作業

ここでは，さらに調査対象地となる三木市管内の農業生
産構造の特徴に触れ，アグリサポートの山田錦の収穫作業
の受託面積の推移と酒米産地における圃場分布の状況，生
産構造における位置付け，作業の実態を示す．
三木市内の中でアグリサポートが営業範囲とするのは，
約 16 km× 16 kmの範囲である（図 1）．農業地域類型別
に旧村単位（農業集落数・販売農家数・水稲作付け面積）
で分けると都市的地域の久留美地区（14集落・238戸・
159 ha），志染地区（14集落・417戸・263 ha），平地農業
地域の口吉川地区（15集落・291戸・236 ha），中間農業
地域の細川地区（22集落・340戸・239 ha）の 4つに大別
される（表 3）．いずれの地域も二種兼業農家率が 70%を

表 2　（株）兵庫みらいサポートの作業別実績面積（単位：ha）

土壌改良材・ 
堆肥散布 深耕 ･耕起 代掻き 田植・粳 田植・山田錦 収穫・粳 収穫・山田錦

2010年 2014年 2010年 2014年 2010年 2014年 2010年 2014年 2010年 2014年 2010年 2014年 2010年 2014年

三木市管内 148.2 162.1 11.2 14.5 4.0 12.7 11.4 7.3 12.8 15.8 17.5 14.2 38.5 71.8

小野市管内 179.4 154.3 1.5 2.5 0.7 1.2 12.0 11.0 0.6 1.5 2.2 7.6 0.9 3.0

加西市管内 304.8 266.7 6.5 4.6 0.7 0.0 1.7 2.9 0.0 0.1 6.2 9.8 0.6 0.6

合　計 632.4 583.1 19.2 21.6 5.4 13.9 25.1 21.2 13.4 17.4 25.9 31.6 40.0 75.4

図 1　兵庫県三木市の位置（左上の青色部）と三木市南東部の圃場分布状とコンバインの軌跡データ
注：コンバインの軌跡データは GPSロガーの取得データから作成した．
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上回り，水稲単作農家率は 80%を上回る．1戸あたりの
経営耕地面積は約 1 haで，水稲の作付面積の内，山田錦
が平均 66.9 a，食用米（主にキヌヒカリ）が平均 21.7 aで
ある（JA兵庫みらい 2014年調べ）．また，2010年農林業
センサスによると，経営耕地面積が 2 ha以上の農家は全
体の 5%にも満たない 61戸である．また，水稲の収穫作
業を受託する農家は 28戸でその受託面積は 29 haであり，
中規模以上の個別農家を水稲の作業受託や経営受託の主な
担い手と位置付けるには期待できないのが現状である．
一方，集落営農組織は各地区の各集落別に設立されてい
る．久留美地区では 1組織，志染地区は 5組織（内 1組織
は法人化），口吉川地区は組織化率 100%で 15組織，細川
地区も組織化率 100%で 22組織が設立されている（2013
年兵庫県調べ）．志染地区の法人化された 1組織を除くと，
いずれの組織も農家からの作業依頼を受けて営農活動を行
い，その集落においては担い手に位置づけられていると考
えるのが妥当であろう（表 3）．
現にアグリサポートの収穫作業は，集落営農組織化率が
低い都市的地域の志染地区，久留美地区の順に受託面積が
多く，年次別に推移をみると増加傾向を示す．2014年，
志染地区においては山田錦の生産者の約 25%が委託し，
久留美地区においてはその約 10%が委託している．この
傾向は中間農業地域で集落営農の組織化率が 100%である
細川地区でも同様である．2013年以降，約 10%の農家が
地元の営農組合等に委託せずアグリサポートに委託してい
る．口吉川地区においては作業委託の大半は集落営農組織
等に委託されているものの，数戸の農家はアグリサポート

に継続的に委託している．このような口吉川地区の状況は，
アグリサポートが収穫適期を考慮した作業を進めるに当た
る上で，圃場の分散度合いを高める要因の一つと考えられ
る（表 4）．
一方，2013年に新規に委託する農家（27戸・12.2 ha）
に理由を尋ねた結果，最も多い理由が「倒伏や湿田等で作
業が困難な圃場を抱えたため（12戸・3.7 ha）」で，集落
営農組織や作業受託を行う個別農家からの再委託の理由も
これである．次に多いのが高齢農家またはその後継者から
の「作業意欲の低下（6戸・3.2 ha）」で，続いて「病気・
疾病（5戸・3.1 ha）」，「担い手からの返却（1戸・1.1 ha）」，
「その他（3戸・1.1 ha）」であった（2014年 1月アグリサポー
ト調べ）．
以上のように，アグリサポートに委託する農家は大きく

2つに分類される．一つ目は，担い手不在の集落・地域に
おいて，アグリサポートをいわば最後の担い手として認識
し，継続的な作業管理を委託する農家である．このような
傾向を持つ農家は増加傾向ではあるが年次変動が少ないと
思われる．二つ目は，何らかの理由で圃場管理が継続でき
ず，緊急的に収穫作業を委託する農家等である．この場合，
担い手というよりも李・谷口（2008）の指摘通り「守り手」
という位置づけが適当であろう．「守り手」としての委託
面積は，気象条件や委託する農家等の都合で年次変動が大
きく，委託時期も突然で作業計画作成を難しくさせ，その
圃場位置，圃場条件等は作業能率の低下を及ぼすことが多
い．とりわけ，台風等による降雨の影響を大きく受けた
2013年は，湿田かつ倒伏状態の圃場が多くなり，作業能

表 3　（株）兵庫みらいサポート管内（三木市南東部）の農業構造の概要

農業地域類型 II種兼農家数 /販売農家数 II種兼農家率（%）

旧村・地区名
水稲単作農家数 /販売農家数 水稲単作農家率（%）
営農組織数 /農業集落数 営農組織率（%）

都市的地域 190/238  79.8

久留美
200/238  84.0

1/14   7.1

都市的地域 311/417  74.6

志染
337/417  80.8

5/14  35.7

平地農業地域 209/291  71.8

口吉川
250/291  85.9
15/15 100.0

中間農業地域 259/340  76.2

細川
299/340  87.9
22/22 100.0

合　計
969/1286  75.4
1086/1286  84.4

43/65  66.2

注：2010年農業センサスより．ただし，営農組織数は兵庫県調べ（2013年）．
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率の低下や作業を中断して刈り残す圃場もある中，「守り
手」として引き受けざる得ない受託圃場数も増加したため，
収穫期間を約 1週間延長させるとともに再委託数を増加さ
せて対応したが，刈り残しのある圃場や追加で受託した圃
場の位置やその状態等を事前に把握できないことが要因
で，作業計画の作成や作業及びその準備に長時間を要する
こともあり，オペレータ等の疲労も蓄積気味であった．
上述のように，「担い手」かつ「守り手」として位置づ
けられるアグリサポートの収穫作業は，限られた収穫期間
内に圃場分散を踏まえ，多様な圃場条件を考慮しながら効
率よく作業を進めることが求められる．そのためには，1
日当たりの作業量を事前に把握する計画作成業務が重要に
なると考えられる．

調査及び分析方法

本研究では酒米（山田錦）を対象に，アグリサポートの
2013年と 2014年の収穫作業実績をもとに表 5に掲げる変
数を説明変数の候補とした山田錦の 1日の作業面積を予測
する線形回帰モデルを構築するとともに，それらが 1日の
収穫作業面積に及ぼす影響を検討する．
ここで，線形回帰モデルに利用する表 5の変数候補につ
いて説明し，それらのデータ収集方法についても述べる．

すべての変数は，作業計画作成時に把握可能な数値とした．
まず，変数 MARDや MAPは南石（2011）を参考にし，
作業日の 3日前から作業計画を作成する前日の午後 3時ま
での約 3日間の降雨日数（MARD）及び降水量（MAP）
の積算値であり，作業地域内に位置する気象庁の三木アメ
ダスデータを用いた．この数値が大きいほど，湿潤な圃場
状態となり，山田錦の倒伏傾向は強まる．2013年，2014
年の収穫作業調査によると，通常時のオペレ－タの作業能
率は平均 21.5 a/hであるところ，降雨の影響による倒伏及
び湿潤状態での作業能率は通常時の約 74%の平均 15.9 a/h
となり，作業能率を低下させることが確認できたので収穫
作業を規定する要因候補とした．WHはオペレータが積車
にコンバインを載せて農舎から発着する間の時間であり，
休憩や故障等による作業中断時間を含んでいるが 1日の作
業の時間的な規模を表す変数として候補に含めた．Eは
10 a当たり 25 a/h以上の作業能率を有するオペレータのダ
ミー変数とする．アグリサポートの作業の中で，この作業
能率を有するオペレータはアグリサポートの社員（20歳
代後半）及び契約社員（20歳代後半）と外部法人からの
オペレータ（30歳代後半）である．CB4（4条刈りコンバ
イン）及び CB5（5条刈りコンバイン）は作業に用いるコ
ンバインの刈り取り条数をダミー変数として，作業能率の
影響をモデルに反映するために候補とした．Fから以下

表 5　変数候補の内容と記述統計量

変数名 変数の定義 単位・内容 平均値 標準偏差 最小値 最大値 変動係数

Y コンバイン別・日別収穫面積 a/日 105.19 39.92 40.90 272.50 37.95

MARD 作業日の 3日前から前日の 15時までの
三木アメダスの降雨日数 日 1.18 0.80 3.00 0.00 67.24

MAP 作業日の 3日前から前日の 15時までの
三木アメダスの降水量 mm 22.06 28.44 0.00 94.00 128.93

WH 作業時間（農舎発着時間） 時間 /日 8.00 1.23 3.35 12.00 15.38

E 作業能率が 25 a/h以上の熟連オペレータ
のダミー（通常時）

熟練オペレータ＝ 1
他＝ 0 0.50 0.50 ― ― ―

CB4 4条刈りコンバインのダミー 4条刈り＝ 1
他＝ 0 0.07 0.26 ― ― ―

CB5 5条刈りコンバインのダミー 5条刈り＝ 1
他＝ 0 0.71 0.46 ― ― ―

F コンバイン別作業圃場の平均区画面積 a/日 17.63 5.04 7.48 34.06 28.56

C 圃場が相互に接近し，自走での移動が可
能である圃場の団地数（圃場群） 団地数 1.97 0.79 1.00 5.00 39.91

D1 通作のための往路・復路の距離（実測） km/日 19.93 4.81 6.43 29.20 24.12

D2 圃場間平均移動距離（実測） km/日 1.20 1.04 0.04 6.03 87.11

D3 「井上ら」の通作距離の指標 km/日 4.67 1.39 0.90 8.43 29.79

S1 「大黒ら」の圃場分散度 km/日 0.94 1.00 0.03 4.35 105.61

S2 「大黒ら」を改良した圃場分散度 km/日 1.75 0.77 0.53 4.00 44.27



 123

 農業情報研究  25 (4), 2016

S2までの変数は，井上・高橋（2005）や井上ら（2011）
等を参考に候補とした．Fはコンバイン別の 1日当たりの
作業区画の平均面積である．Cは団地数を表し，孤立した
圃場も 1団地と計上する．その定義は鶴岡（2001）を参考
とし，「コンバインが自走で移動可能な範囲に圃場が位置
し一定の作業単位として形成される圃場のまとまり」とす
る．なお，アグリサポートにおいては，団地間は積車で移
動を行っている．

D1，D2，D3，S1，S2は圃場の分散程度を表す変数の候
補である．D1，D2は，圃場分散の状況を GPSロガーで取
得した実測値と作業日誌を基に表した変数である．GPS
ロガーは，主にWintec社の 201型を用い，それをコンバ
インのキャビン内または座席後部に設置して，1～ 3秒間
隔で日時，緯度，経度，速度等を記録した．取得したデー
タより作成したポイントデータ，ラインデータと薮西ら
（2013）で紹介した三木市内の農地圃場ポリゴンデータを
西村（2009）の方法を参考にして D1，D2を特定した．
D3，S1，S2は圃場分散を簡易な尺度で表す指標である．
D3は井上・高橋（2005），井上・藤栄（2007），井上ら（2011）
が活用している通作距離である．これは，大黒ら（2004）
の方法で算出した各圃場の出入り口座標の平均値を圃場分
散の中心座標とし，その座標と運搬用のトラックが発着す
る堆肥センターの座標との直線距離（片道分）を意味する．
なお，圃場群の中心座標の算出に当たっては，井上・高橋
（2005），井上・藤栄（2007），井上ら（2011）とは異なり，
大黒ら（2004）のとおり各圃場の中心座標を用いた．S1
は大黒ら（2004）の圃場分散度である（図 2）．S2は D3
と S1を一体化させた新たな指標であり，作業の発着点と
なる農舎の位置も圃場分散度に反映させた指標である（図
3）．なお，S2の設定理由は，アグリサポートのような，
圃場の団地間の移動に積車が必要で，コンバインの発着場
がその日の作業圃場団地に対して「飛び地」となるような

経営体の場合には，発着場からの圃場分散度または，1日
の作業の行動圏域内における圃場分散度を考慮する必要が
あるという問題意識による．
他方，大黒ら（2004）に準じた方法で 2つの圃場分散度
の指標と実測値との相関係数を調べた結果，「S1×圃場数」
と「圃場間移動距離（実測）」との相関係数 r = 0.7468（0.1%
水準で有意）であり，「S2×（圃場数＋ 1）」と「圃場間移
動距離＋往復路通作距離（実測）」との相関係数 r = 0.6427
（0.1%水準で有意）であった．S2の相関係数はやや低いが，
いずれの指標も実測値と正の相関を示しており実態に即し
ていると判断した．
線形回帰モデルの作成に当たっては，圃場分散を表す変
数を D1と D2を組み合わせた実測値からなるモデル，前
述の井上・高橋（2005）等の D3と大黒ら（2004）の S1を
組み合わせたモデル，新たな圃場分散の指標となる S2を
活用したモデルに分けて，残りの変数候補を含めたモデル
を作成した．ただし，MARDとMAP，Eと CB4・CB5に
は多重共線性が生じる可能性がある（MARDとMAPの相
関係数＝ 0.400，Eと CB5の連関係数＝ 0.374，Eと CB4
の連関係数＝ 0.284）．したがって，各モデルにおいては
MARDとMAPかいずれか一方の変数を用いてモデルの作
成を行い，さらに，Eを用いた場合と CB4・CB5のみを用
いた場合で推計を行った．なお，いずれのモデルにおいて
もパラメータの推計には OLS（Ordinary Least Squares）を
用いた．
収穫作業の分析対象日数は 2013年が 10月 6日から 10
月 30日の間の 17日，2014年は 10月 3日から 10月 28日
の間の 15日であり，両年併せて 32日で合計 139台（2013
年 67台，2014年 72台）のコンバイン作業のうち GPSロ
グデータが取得でき，データとして利用可能な 22日（2014
年 13 日，2015 年 9 日），109 台（2014 年 50 台，2015 年
59台）をサンプルとした．この 109台のサンプル（1日の

図 2　大黒ら（2004）の圃場分散の指標
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平均収穫作業面積 105.19 a/日，標準編差 40.10）を用いた
各モデルの推計結果を表 6に示す．

推定・分析結果

表 6には圃場分散を表す変数別に，日別コンバイン別の
収穫作業面積（a/日）を目的変数とした 3つのモデルの推
定結果を示している．具体的には，変数 D1と D2を組み
合わせた実測値からなるモデル 1，D3と S1を組み合わせ
たモデル 2，S2のみのモデル 3である．なお，各モデル
においては，前述のとおり多重共線性の点から変数
MARDと MAPで 2通り，変数 Eを用いた場合と CB4・
CB5の場合の 2通り，合計 2 × 2 = 4通りで推計した結果，
圃場分散に関する 3つのモデルすべてにおいて係数が 5%
有意となる変数MARD，Eを含むモデルを選択した．
これらのモデルの推定結果を述べる．モデル 1は，圃場
間の移動距離と農舎と圃場との往路・復路を GPSログか
ら取得した距離を圃場分散の変数とした．その各係数推計
値の有意判定は，通作のための往路・復路の距離を除き，
すべての変数の係数は 1%水準でゼロと有意差が認められ
た．大黒ら（2004）の圃場分散を指標で表したモデル 2の
各変数の係数推計値の有意判定も，モデル 1と同様に D3
（通作距離の指標）を除き，5%水準で有意に係数がゼロ
でないと判定された．さらに，新たな圃場分散を表す簡易
指標である S2を加えたモデル 3でも，すべての変数の係
数は 5%水準で有意差が認められた．各モデルにおいて，
圃場分散を表す変数が目的変数（収穫作業面積「a/日」）
に及ぼす影響は同様の傾向を示すことが確認された．
次に，各モデルにおいて共通する変数の推定結果をみて
みる．MARD（作業日の 3日前から前日午後 3時までの積
算降雨日数）の係数は有意に負値であるという推定結果が

示されている．これは収穫作業期間を通じて降雨日数が増
えるほど倒伏圃場が増加する中，とりわけ倒伏圃場におけ
る作業直近の降雨は，その圃場が湿田状態であればあるほ
ど，作業速度を抑えながらの追い刈り（一方刈り）作業に
よる作業効率の低下に加えて，コンバインの搬送部等に稲
体が詰まりやすく，それを取り除くための作業中断によっ
て 1日の収穫作業面積は減じることを示しており自然な結
果だといえる．WH（1日の作業時間「農舎発着時間」）の
係数は有意に正値をとると推計されており，1日の作業規
模を表す作業時間が増えると収穫作業面積は増えることを
示しており妥当な結果である．E（10 a当たりの収穫作業
能率が 25 a/h以上のオペレータのダミー）の係数は有意に
正値をとると推計されており，一定以上の作業能率を有す
るオペレータが作業に加わることで収穫作業面積が増加す
ることが統計的に確認された．F（コンバイン別の 1日当
たりの作業圃場区画の平均面積）の係数は正に有意であっ
た．これは，圃場区画面積の平均値が増えれば，一筆当た
りの面積増加に伴い作業能率が高まることによって，1日
の収穫作業面積も増加することを意味しており，妥当な結
果である．C（積車での移動が必要ない圃場の団地数）の
増加は圃場分散と同様に，収穫可能な作業面積に負の影響
を及ぼすと考えられるが，推定結果としては推定された計
数値は正となった．このことについては，積車での移動に
よる時間短縮の効果が考えられるが詳細な検討は今後の課
題としたい．
続いて，表 6のモデル別に圃場分散に直接に係わる変数
の影響をみてみる．
モデル 1における D1（通作のための往路・復路の距離）
の係数は負値をとるものとして推定され，往路・復路の距
離が長いほど収穫作業面積は減少する傾向が示され，符号
条件は妥当な結果であるというものの有意ではなかった．

図 3　大黒ら（2004）の圃場分散度や井上・高橋（2005），井上・藤栄（2007），井上ら（2011）の通作距離

を改良した圃場分散の指標
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次に，D2（圃場間の平均移動距離）の係数は負に有意に
推定され，圃場分散が収穫作業の能率に負の影響を及ぼし
ていることが確認できた．
モデル 2では実測値に変わる指標値を用いて推定を行っ
た．D3（通作距離の指標）の係数は有意ではなかったが，
S1（大黒らの圃場分散度）の係数は負に推定され，モデ
ル 1と同様の傾向を示した．しかし，類似の目的変数及び
指標を用いた井上・藤栄（2007），井上ら（2011）での推
定結果では，D3の係数は 1%水準で有意に負値に推定さ
れたが S1の係数は 10%水準でも有意ではなく，当該研究
の推定結果と本研究の推定結果では明らかな違いがみられ
た．一方，モデル 3における S2（大黒らの圃場分散度を
改良した新たな指標）の係数は負に推定された．この通作
距離を含めた新たな圃場分散指標においても，モデル 1，
モデル 2と同様の傾向を示し，圃場分散が収穫作業の能率
に負の影響を及ぼすことが定量的に確認できた．
さらに，モデル 3は 3つのモデルの中で AICc（赤池情
報量規準の有限修正値）と BIC（ベイス情報量規準）が最
も小さく，自由度調整済み R2（決定係数）は 0.518で最も
大きく，目的変数である 1日のコンバイン別の収穫作業面
積を推定する説明力が最も高いことが示された．なお，各
モデルの説明変数のVIF（分散拡大係数）は 1.5以下であり，
各モデルにおいて説明変数間に多重共線性が生じている可
能性は低いと考えられる．
ここで，各変数が収穫作業面積に及ぼす影響を具体的に
把握するために，各変数の 1単位が増加した場合に影響を
受ける収穫作業面積とその増減面積を，モデル 3の式で推
定した結果を表 7に示した．なお，推定に際しては，変化
させる変数は 1つとし，それ以外の変数は，そのサンプル
の平均値を内挿した．その結果，注目すべき変数としては，
収穫作業面積にマイナスの影響を及ぼす圃場分散度を表す
変数 S2と降雨日数を表すMARDと逆にプラスの影響を
及ぼす熟練オペレータの存在を表す変数 Eである．具体
的には，圃場分散度が 1 km増えると収穫作業面積は約
18 a減少する．また，収穫作業の 3日前から作業日前日の
午後 3時までの降雨日数は，翌日の収穫作業面積を 1日当
たり約 7 a減じ，雨が収穫作業面積にマイナスの影響を及
ぼすことが明らかになった．その一方で，熟練オペレータ

（収穫作業能率が 25 a/h以上）が作業を行うと 1日の収穫
作業面積は約 32 a増加することも明らかになった．

考察

表 6の各モデルにおいて，幾つかの注目すべき点におい
て考察を加える．
まず，井上・藤栄（2007），井上ら（2011）の研究と比
較して，モデル 1及びモデル 2において通作距離を表す変
数 D1（通作のための往路・復路の距離），D3（通作距離
の指標）の係数が有意に推定されない原因と，モデル 3に
おいてそれを含めた新たな圃場分散の指標である変数 S2
の意義について考察する．
本研究が対象とした収穫作業においては，作業計画作成
時に通作距離が短くなるように配慮されている．具体的に
は，コンバインが発着する農舎から 1番始めに作業を行う
圃場と最後に作業を行う圃場は，通作距離が短くなるよう
に特定の地域を通るルートが設定されている．このことは，
表 5に示した各変数の変動係数をみてみると，変数 D1（通
作のための往路・復路の距離）は 24.12，D3（通作距離の
指標）は 29.79であり，他の圃場分散に関連する変数 D2，
S1，S2の変動係数の平均値 79.00と比較すると低く，ば
らつきが小さいことに反映している．それ故に，モデル 1，
モデル 2において変数 D1，D2の係数が有意にならなかっ
たと考えられる．一方，このように通作距離が安定してい
るならば，モデル 3の推計結果が示すように，通作のため
の往路・復路の距離を組入れた圃場分散指標にすることが，
収穫作業面積の推定モデルの説明力は高まることが明らか
になり，先行研究の圃場分散指標よりも有効な指標である
結果が示された．
収穫作業面積の推定に圃場分散に係わる要因以外に注目
したいのは，降雨日数を変数としたMARDである．本研
究においては，降雨日数が作業能率にマイナスの影響を及
ぼすことが確認できたが，それが降水量の変数MAPより
も有意で推計精度も向上させている点について若干の考察
を加える．収穫作業期間を通じて降雨日数が増えるほど倒
伏圃場が増加する中，倒伏圃場における作業直近の降雨は，
その圃場が湿田状態であればあるほど，作業速度を抑えな

表 7　変数の 1 単位の増加が収穫作業面積に及ぼす影響

変数名 変数の概要（単位） 収穫面積への影響（a）

S2 圃場分散度（km） –18.07

MARD 3日～前日までの降雨日数（日） –7.05

F 平均区画面積（a） +3.18

WH 1日作業時間（h） +8.75

C 団地数・圃場群数 +13.01

E 熟練オペレータの存在 +31.55
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がらの追い刈り（一方刈り）作業による作業能率の低下に
加えて，コンバインの搬送部等に稲体が詰まりやすく，そ
れを除去するための作業中断によって作業能率が著しく低
下する傾向があることが考えられる．一方，現在，インター
ネットを通じてアメダスの降水量データは容易に入手でき
るが，それは観測地周辺の降水量に留まり，本調査におい
ては対象地域全体の代表値としてそれをモデルに反映でき
なかったとも考える．逆に，降雨日数はアメダスデータを
参照しながら降雨の有無を確認するだけでよく，いずれの
経営体においても容易に活用できる変数であると考えられ
る．なお，降雨日数及び降水量と収穫期の生育状態及び圃
場状態と収穫作業能率との厳密な関係について明らかにし
て，モデルの精度向上を図ることは今後の課題としたい．
次に注目したいのは，オペレータの作業能率が 25 a/h以
上か否かをダミー変数としたEである．本研究においては，
この作業能率を有する熟練したオペレータが収穫作業を行
う場合には，モデル 3式を活用した方法に基づいた表 7の
結果のとおり圃場分散度にかかわらず 1日の作業面積が約
32 a増加することになる．この面積はアグリサポートの作
業対象となる平均区画面積 17.63 aの約 1.8倍となり，お
およそ 2圃場分に相当する．つまり，収穫作業の能率が
25 a/h以上のオペレータによって，圃場分散による作業の
非効率性を補っていると言っても過言ではない．このよう
に，作業能率の高いオペレータの確保は，本事例のように
他地域の JA出資型法人への再委託で一時的に確保するこ
とが効率的な方法の一つと考えられる．しかしながら，こ
の方法は持続的にオペレータを確保する点ではリスクを伴
うことも払拭しきれない．そこで，収穫作業の委託面積の
増加傾向の中，作業能率の高いオペレータの確保には，新
たなオペレータの雇用に依らず，現在のオペレータを対象
に経営体内で梅本・山本（2010），藤井ら（2013）が定義
及び整理・提案した農作業における運動系技能，感覚系技
能を高める人材育成手法を活用してオペレータの作業能率
を高めることも重要であると考える．

むすび

本研究では，酒米（山田錦）産地における「担い手」で
あり「守り手」である JA出資型農業法人の圃場分散下で
の作業受託事業に焦点を当てた．とりわけ，気象条件や圃
場条件が悪化すると作業の難易度が高まり，かつ生産者の
高齢化に伴い受託数が増加傾向である中，乾燥施設の稼働
期間内に作業を進めることが求められる収穫作業を対象
に，1日当たりのコンバイン別作業面積の予測を線形回帰
モデルによる定量的な分析によって，その能率を規定する
要因として作業計画の策定時までに入手可能なデータに
よって作成した簡便な指標等である気象条件，1日の作業
時間，オペレータの作業能率，作業対象圃場の平均区画面
積，圃場群（団地）数，圃場の立地条件（通作距離，分散
状況）の観点から検討を行った．

その結果，モデル構築に当たっては，（1）先行研究の通
作距離と圃場分散を表す指標値を合わせた新たな圃場分散
度の方が実測値によるモデルと比較してもモデルの推計精
度がよいこと，（2）降雨の影響をモデルに組み込むには作
業日 3日前から前日までの降雨日数が妥当で，その情報入
手も容易であること，（3）熟練した作業オペレータの能率
は，25 a/hを閾値としたダミー変数を用いることが本対象
の事例においては有効であることを明らかにした．そして，
採択したモデルにおいて，各変数の 1単位当たりの増加が
収穫作業面積にマイナスの影響を与える変数は，圃場分散
が最も大きく，次に降雨日数の順であった．他方，プラス
の影響を与える変数は，熟練オペレータの存在，1日の作
業時間，圃場の平均区画面積の順であることを明らかにし
た．また，調査対象のように，作業効率を優先できず圃場
分散下での作業が強いられる経営体では，（1）圃場分散度
を小さくするために，収穫適期や圃場状態に基づいた圃場
の集約・集積が可能となる委託者との調整・合意形成に努
めること，（2）作業能率が高い熟練オペレータを確保する
ことが重要であると考える．なお，将来的には，オペレー
タの確保は経営体内で育成されることに意義があると思わ
れる．
今後の主な課題について述べる．まず，本研究において
は，収穫作業の能率を圃場分散の程度や圃場条件等を，作
業計画時までに入手可能なデータによって作成した簡便な
指標等を用いた分析に焦点を絞ってきたために，通作によ
る移動と圃場間移動における速度と移動時間と圃場分散度
の関係性には踏み込んだ分析を行っていない．そこで，収
穫作業能率の予測精度の向上には，移動時間の相違を予測
に反映させる必要があると考える．さらに，今回は推計モ
デルとして OLS（Ordinary Least Squares）の適用に止まっ
たが，今後の研究課題として，被説明変数における系列相
関の存在をダービン・ワトソン比等による検証を行ったう
えで，必要があれば，コクラン・オーコット法や GLS
（Generalized Least Squares）等の適用も検討していきたい．
次に，本研究の結果を活用して，調査対象であるアグリサ
ポートの収穫作業計画作成においての有効性を検証するこ
とがあげられる．なお，アグリサポートの収穫作業の計画
作成者によると，モデル 3による収穫作業面積の推定値は
作業予定量の下限値として捉えることが可能である．具体
的には，作業進捗管理の中で，作業の進捗がこの推定値以
上の見通しがつく作業チームを，推定値以下のチームの作
業の応援に向かわせたり，計画外の作業委託に対応させた
りする判断に有効であるとの意見を頂いた．また，作業対
象圃場の出穂期や収穫適期を揃えることによって，圃場分
散を縮小させる効果の検討も必要となる．さらに，作業計
画の作成方法や作業能率に係わる地形・圃場条件及び作業
条件等が異なる経営体との比較する事例分析を多数蓄積
し，経営体の類型化を図り，本研究の結果は限られた事例
なのか，それとも類型後の特定の類型に分類されるのかを
検証することも残された重要な課題である．
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Abstract
We examined the efficiency of field work contractors engaged in harvesting rice in fragmented paddy fields. Field 

contractors work mostly in fields fragmented by the complexities of ownership, with different topologies, soil types, rice 
cultivars, and harvest dates. We investigated the factors of harvesting efficiency by recording the location, duration of field 
tasks with GPS recorders, weather conditions and so on. Using the empirical data collected, we tried to develop a baseline 
for efficiency, and examined factors involved in the efficiency of harvesting rice in fragmented fields. To estimate 
baselines for the duration of field activities, we incorporated some variables, such as task area, rainfall before harvest, 
workers’ skill levels, work hours, and average cluster size of fields into our linear regression models. Using multivariate 
analysis, we tested the relative effects of the factors on efficiency. We also propose a new index for fragmented fields. Our 
results show that efficiency can be improved by hiring skilled workers, clustering fields, expected length of hours in the 
fields and assigning more larger fields. Using our index of field fragmentation and the number of rainy days before harvest, 
we showed that fragmentation reduces efficiency. Our index provide better results than the traditionally used index for 
fragmented fields. We propose further management options, including field assignments and hiring highly skilled workers, 
to improve efficiency.
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